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はじめに
　現行の制度会計は，その測定構造の中心に原価主義を据えているところから，一般に「原価主義会
計」として特徴づけられる。しかし，現行の原価主義会計の内容をみると，それは，企業のすべての
保有資産（貨幣性資産および非貨幣性資産を含む）について画一的に取得原価基準により評価すると
いうような単一の測定構造を有しているわけではない。むしろ，それは，非貨幣性資産（費用性資
産）については主に取得原価（支出額）基準により評価することを基調としながらも，貨幣性資産の
ある種の項目については，収入額たる時価（売却時価）ないし回収可能額で評価するというような形
をとって存在しているように思われる。
　英米の会計文献では，このような原価主義評価をべ一スにしながらも，特定の資産の評価につき部
分的に時価評価を採用するというような混合的な会計システムを「緩和された原価主義」と呼んでい
る。わが国の現行の会計実務も，程度の差こそあれ，そのような実態をもつものといえるであろう。
　本稿では，「時価情報の開示」に関する研究の一環として，特定の資産についての時価評価を含む
「緩和された原価主義」の展開状況を，イギリスに焦点を当てて考察し，それに内在する諸問題と，
その改善の方向について若干の検討を試みたい。
1　「緩和された原価主義」の意義
現行の企業会計は，資産および費用の評価に関する原価主義と（それと結合した）収益（利益）の
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認識に関する実現主義とをその計算構造の基軸に据えている。そのため，現行会計は，しばしば「原
価主義会計」（historical　cost　accounting）の枠組みを有するものといわれる。
　しかしながら，「原価主義会計」といっても，それは，現在では，資産評価のレベルでみても，す
べての資産について取得原価評価を要求するというような「純粋な原価主義会計」（pure　historical
cost　accounting）という形で存立しているわけではない。そのことは，内外の会計実務の現状をみ
れば明らかである。
　まず，わが国の現行の会計実務についてみると，原価主義をべ一スとしながらも，その枠内で，取
引所相場のある有価証券や棚卸資産に対する低価法（下方の時価評価）の許容，無償取得資産につい
ての公正な評価額による資産計上の要請，さらには短期金銭債権債務の換算に関する決算日レート法
の採用（および換算差損益の当期損益への算入）などにみられるように，部分的に時価評価が導入さ
れ，むしろその実態は「混合系としての原価主義」とでもいうべき内容のものになっている。
　英米における現在の会計実務をみても，その実態はわが国のそれに類似している。いな，むしろ正
確に言えば，英米の会計実務では，もっと広範に時価評価が採用り入れられている状況にあるといえ
るであろう。
　実際，英米における最近の会計文献をみると，そのような現行の評価実務を記述するために，特に
「緩和された原価主義」（modified・historical　cost　system）あるいは，「緩和された原価主義会計」
（modified　historical　cost　accounting）という呼称がしばしば用いられている。
　この場合，「緩和された原価主義」とは，現行の会計実務は純粋な原価主義（pure　historical　cost
system）ではなく，原価主義会計を基調としながらも，特に特定の資産の評価について，時価評価
（低価法を含む）．または再評価など，時価データを組み込んだ混合的な評価方式という形をとって存
立しているという認識に基づいて，こうした原価主義会計をべ一スにした混合的な評価実務を指すも
のと解することができる（1）。
　イギリスについてみると，会計基準審議会（Accounting　Standards　Boards（ASB））が1993年3月
に発表した討議資料『財務報告における評価の役割』において，つぎのように述べられている。「純
粋な原価主義会計は，イギリスおよびアイルランドでは普遍的実務ではない。再評価の余地および時
価評価（marking　to　market）への動きは，多くの会社の財務諸表が『緩和された原価主義』と呼ば
れるものに基礎づけられることに導いた」（2）。
　また，R．ルイス＝D．ペンドリルもつぎのように指摘している。「少なくともイギリスでは，原価主
義会計は，資産が財務諸表目的のために再評価されることができ，また会社法により資産の市場価額
に関する限定的な情報を提供することが要求されている範囲において，常に『緩和されてきた』」（3）。
　こうしたイギリスの会計実務にみられる「緩和された原価主義」の展開について，1993年3月に，
ASBより発表された討議資料『原則書第5章：財務諸表における測定』のなかで，およそ次のよう
に説明されている。
　イギリスにおける現行の会計実務は，一方では，単純性と客観性の理由のために，取得原価を保持
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しようとする傾向と，他方では，現在価値（時価）が特に目的適合的（relevant）であり，かつそれ
にアクセスすることができると認められ，しかも取得原価と著しく異なっている場合には，現在価値
を採用する圧力との間の実用主義的な妥協であるとみることができる④。
　同様に，アメリカについてみても，イギリスとほぼ同じ時期に発表されたアメリカ会計学会
（AAA）の『会計・監査測定委員会1989年一90年報告書』（1991年9月）のなかで，「現在の緩和され
た原価主義」（present　modified　historical　cost　based　system）という用語が用いられている。
　すなわち，この「委員会報告書」においては，現行の会計実務では，原価主義会計の枠組みのもと
で，特定資産（または負債）の評価につき時価評価（低価法を含む）がかなり広範囲に採り入れられ
ていると述べて，そのような混合的な評価方式を「現在の緩和された原価主義」と呼んでいる（5）。
　以上のように，英米における現行の評価実務ないし測定実務は「緩和された原価主義」として特徴
づけられている。わが国の現在の会計実務も，上述のように，特定の資産（また負債）の評価につ
き，低価法を含む時価評価が導入されている点を考慮に入れると，同様に「緩和された原価主義」と
しての実態をもつものであるということができる。
　上述のような「緩和された原価主義」が採用されているのは，イギリス，アメリカおよび日本だけ
ではない。オーストラリア，カナダ，オランダ，フランスなどの諸国でも，このような評価方法が実
務や制度のなかに採り入れられているように思われる。現在では，むしろ，国際的には，そうした評
価方法のほうが主流であるといえるかもしれない。もちろん，それは，国際会計基準（IAS）におい
ても採り入れられている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　近年，金融の自由化・国際化の進展を背景として，企業の保有する金融商品（特に有価証券および
金融派生商品）の比重が増大するに伴い，その時価の変動を会計上認識し，それに関わる投資成果と
そのリスクを適切に測定・開示するために，原価主義会計の枠組みのもとで，金融商品につき時価評
価を導入する試みが盛んに見受けられるが，そのような試みも「緩和された原価主義」を指向するも
のとみることができる。
II　「緩和された原価主義」の展開状況一イギリスの状況一
　では，上述のような意味での「緩和された原価主義」は具体的にどのように展開されているのであ
ろうか。もっとも，一口に「緩和された原価主義」といっても，その内容は多様であり，英米の状況
を比較してもかなりの差異が見受けられるが，ここではその展開が顕著にみられるイギリスに焦点を
当てて，その展開状況を明らかにしたい。
　「緩和された原価主義」に展開は，イギリスにおいて特に顕著にみられる。現行制度のもとで採り
入れられている時価評価ないし再評価措置の主要なものとして，次の措置を挙げることができる（6）。
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　　1．1985年会社法
　第1は，，1985年会社法において，EC会社法第4号指令で加盟国立法選択権として容認されてい
る，（原価主義評価原則に対する）「代替的会計規則」が採用され，特定資産の再評価や現在原価評価
が許容されていることである。具体的にいえば，有形固定資産および投資有価証券について再評価
（直近の評価日現在の市場価額による評価）が許容され，また営業権以外の無形固定資産，有形固定
資産，流動資産に属する有価証券，および棚卸資産について現在原価による評価が許容されている
（第4附則31条）。
　このように関連資産が「代替的会計規則」に従って再評価された場合には，再評価額と取得原価な
いし帳簿価額の差額（第4附則では，「資産価額の決定から生ずる利益または損失の額」と称されて
いる）は，「再評価積立金」（revaluation　reserve）に計上しなければならない（第4附則34条1項）。
再評価積立金は，貸借対照表上「資本金および積立金」の部に独立科目として掲記することを要する
（同34条2項）。
　再評価積立金は，その貸方残高が会社の採用した会計方針のためにもはや必要でないと取締役が判
断する場合には，それに応じて取り崩さなければならない。ただし，（a）当該金額が以前に損益計算書
に借記された場合，または（b）当該金額が実現利益を表す場合に限り，その金額を当該積立金勘定から
損益計算書に振り替えることができる（同34条3項）。
　このような1985年会社法における「代替的会計規則」導入の背景をなした主要な要因として，次の
2つの要因を指摘することができる。すなわち，1つは，イギリスの実務では，従来から慣行的に土
地・建物などの不動産の再評価（不規則的再評価）が行われてきたということである。いま1つは，
イギリスでは，1970年後半のインフレの高進期において，「現在原価会計」（current　cost　account－
ing）など，物価変動の影響を斜酌した会計方法が採用されたことである。特にSSAP16号による
「現在原価会計」（1980年）の制度化は，その中核をなすものである。ある論者らによると，この現在
原価評価の導入こそ「代替的会計規則」の本質的な側面をなすといわれるの。
　加えて，1985年会社法では，特定資産（固定資産として保有される土地・建物などの不動産，上場
有価証券，棚卸資産）について，t取得原価と時価とが異なる．ときには，時価情報が重要であるとみ
て，時価または時価と取得原価との差額を開示することが要求されている。
　　2．会計基準
　第2は，上述のような1985年会社法に定める「代替的会計規則」のほかにも，会計基準委員会
（ASC）（旧会計基準設定機関）の基準会計実務書（SSAP）および公開草案（ED），さらに特定業界
の会計基準などにより，特定の資産について時価評価が要請されている。
　　　（a）銀行の会計基準
　これらのうち，まず，特定業界の会計基準としては，特に銀行協会が1990年9月に発表した「有価
証券に関する実務勧告書」（Statement　of　Recommended　Practice；SORP）を挙げることができる。
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この勧告書では，銀行の財務諸表の作成に関して，特に上場有価証券を市場価額（時価）で評価し，
また非上場有価証券を取締役の市場価額見積額で評価することが勧告されている。
　　　（b）SSAPおよび公開草案
次に，特定資産につき時価評価を要請したSSAPおよび公開草案（ED）として，下記のものを挙
げることができる。
　　　　（1）SSAP19号「投資不動産の会計（8｝」（1981年11月）
　この基準書によると，投資不動産（注）（investment　properties）は，原則として，規則的な減価償却
（SSAP12号）の対象とされず，公開市場価格（open　market　value）で評価し，貸借対照表価額とし
なければならない（10項，11項）。
　投資不動産の価値変動分（評価損益）は，損益計算書に計上してはならず，投資再評価積立金
（investment　revaluation　reserve）の変動として開示しなければならない。ただし，再評価による評
価損が投資再評価積立金を超過する場合には，その超過額は損益計算書に記載しなければならない
（13項）。
　　　（注）　この基準書でいう「投資不動産」とは，土地・建物に対する権利であって，（a）その建設工事およ
　　び開発が終了しており，かつ，（b）投資収益力，つまり当事者間で対等な立場で取り決められる賃貸収益
　　を得る目的で所有するものをいう（7項）。ただし，次のものは除外する。（a）会社が自分で使用するた
　　めに所有しかつ占有する不動産。（b）グループ内の他の会社に賃貸し，当該他の会社が占有する不動産
　　　（8項）。
　　　　このように投資不動産を時価で評価する理由について，基準書では，企業の所有する固定資産の相当
　　部分が営業において使用されるのではなく，投資不動産として保有されており，これを処分しても企業
　　の製造活動や営業活動に著しい影響を及ぼさない場合には，毎年減価償却を行うよりも，これら資産の
　　時価およびその変動のほうが重要である（2項），と述べられている。
　　　　（2）SSAP20号「外貨換算（9）」（1983年4月）
　この基準書によると，決算日に，外貨建の貨幣性資産および負債（通貨および金銭債権債務）は，
短期か長期かを問わず，決算日レートにより換算しなければならない。当該取引の契約条件によって
一定の為替レートが決まっている場合には，そのレートを用いて換算する（48項）。
　未決済の短期貨幣項目（短期金銭債権債務）の換算から生じる為替差損益は，当期の経常損益とし
て報告しなければならない。（ただし，この為替差損益が異常損益項目として取り扱われる取引から
発生した場合には，これも異常損益項目としなければならない）（49項）。この場合に，損益計算書に
計上された為替差益（exchange　gains）は，会社法上，実現したものとされる（注）（65項）。
　　　（注）ルイス＝ペンドリルによると，このような短期金銭債権に関する為替相場変動利得は，狭義の実
　　現概念（現金または現金請求権への転換とみる）では，為替相場は決算日と決算日との間に逆転するか
　　　もしれないという事実に鑑みて，実現利益として取り扱われない。一方，広義の実現概念（測定の信頼
　　性とみる）に従うと，この種の利得は，利益が得られたという事実についての，公表された為替相場の
　　形式での信頼できる証拠があるので，実現利益と解されることになる（1°）。
長期貨幣項目（長期金銭債権債務）に関する為替換算差損益も，損益計算書に計上しなければなら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一227一
　　　　　　　　　　　　　　　　明治大学社会科学研究所紀要
ない（50項）。しかしながら，この場合の為替差益は，会社法上，実現したものとはみられない（65
項）。
　連結目的のために，在外事業体（子会社，関連会社および支店を含む）の外貨建財務諸表を換算す
るためには「決算日レート・正味投資額法（注）」を適用する。
　　（注）　この方法は，在外事業体への投資を当該事業体の個々の資産・負債への直接的な投資としてでは
　　なく，その純資産への投資として処理するものである（15項）。
　　この方法によると，換算の手続等は次のとおりである（52項以下）。
　（1）在外事業体への純投資額を決算日レートにより換算する。
　②　期首の純投資額を決算日レートで再換算することから生じる為替差額は，積立金の増減として処理す
　　る。
　（3）損益計算書項目は，決算日レートまたは期中平均レートにより換算する。平均レートを用いた場合，
　　平均レートが決算日レートを異なることから生じる為替差額は，積立金の変動として処理する。
　　　　（3）公開草案51号「固定資産および再評価の会計（1’）」（1990年5月）
　この草案は，先にも述べたように，イギリスで長年にわたり慣行として行われてきた固定資産（特
に不動産）の再評価実務を改善するための方向とその基本的な方策とを提案したものである。すなわ
ち，本草案は，現行の再評価実務（不規則的再評価実務）は，もし再評価がアップトゥディトに保持
され，かつあらかじめ定められた枠組みのもとで規則的かつ組織的に実施されるならば，財務諸表利
用者に対してアップトゥディトな情報を提供することを可能にするために有意義であり，また企業の
使用総資本の効率性の指標である業績比率（ROI）をより適切に算定しうるために有用であるとみ
て，これを容認し（29項～30項），以下のような具体的な改善策を提示している。
　まず第1は，取締役の意思により，評価の対象となる固定資産の選択について，固定資産の各グル
ープごとに取得原価で計上するか，評価額で計上するかを決定することが提案されている（81項）。
この提案は，同じグループの中で，ある項目は取得原価で計上するが，他は評価額で計上するという
ような断片的な評価を防止することを意図している（’2）。
　第2は，評価の頻度について，あるグループの固定資産が評価額で計上される場合に，当該評価額
がアップトゥディトに保持されるように企図されている。すなわち，評価額で計上された固定資産は
少なくとも5年ごとに再評価することが要求される（84項）。また，固定資産の評価額は，それが貸
借対照表日現在の価値と著しく異ならないと考えるに十分な理由がある場合には，前年度以前の財務
諸表における計上額にのみ基礎をおくことができるとされ（85項），以前の再評価以降価値が著しく
変動した場合には，再評価を行うことが要求されることになる。
　第3は，再評価の価額的基礎として，「公開市場価格」（open　market　value）が用いられる旨が提
案されている。ただし，公開市場価格が決定できない場合には，当該固定資産の償却正味取替原価が
評価額として用いられなければならない（82項）。この場合，公開市場価格とは，企業の有する当該
固定資産の所有権が評価日現在に公開市場で売却されると合理的に予測しうる最高価格をいう（58
項）。草案では，こうした公開市場価格が固定資産の評価基礎として用いられることにより，再評価
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の場合にも，取得原価数値のような客観的ないし信頼性が可及的に保持される（42項），と指摘され
る。
　以上のように，本草案では，固定資産再評価実務が規則的にかつ組織的に行われ，アップトゥディ
トに保持されるならば，財務諸表利用者への比較可能にして有用な情報の提供に資するという趣旨か
ら，評価対象資産の限定，評価の頻度，価額的基礎，評価主体などの面で具体的な改善策が提案され
ているのである。
　　　　（4）SSAP公開草案「投資の会計（13）」（1990年7月）
　この草案では，特に流動資産に属する即時的な売却可能な投資（市場性ある一時所有の有価証券）
について，現在市場価額で評価し，かつ評価損益を当期の経常損益として計上する旨が提案されてい
る点が注目される。
　本草案によると，投資（投資不動産を除く）は，その保有目的から，固定資産投資と流動資産投資
とに大別され（55項），後者はさらに即時に売却可能な投資とその他の投資とに区分される。そして，
このうち，即時に売却可能な投資は現在市場価額で評価し，評価損益は損益計算書上（実現損益とし
て）経常損益に算入する。その他の流動資産投資は，取得原価または正味実現可能価額のいずれか低
い価額，あるいは現在原価で評価する。現在原価で評価した場合に生じる評価益は再評価積立金勘定
に貸記する。一方，固定資産投資は，取得原価から恒久的減価引当金を控除した価額で評価する（63
項），とされる。
　このように，本草案では，特に流動資産に属する即時に売却可能な投資について，貸借対照表上現
在市場価額で評価し，かつ評価損益を当期損益（経常損益）に計上する旨が提案されているが，この
提案はイギリスにおける現行のGAAPに対する重要な例外をなすものであると述べられている（序
文1．8項）。
　上述のように，即時に売却可能な投資の評価に時価評価（現在市場価額による評価）が採用される
理由について，草案では，次の6点が指摘されている（原文1．8項）。第1は，市場性ある有価証券は
「流動性の貯え」（astore　of　liquidity）であり，したがってその市場価値の変動は当期の実現損益で
ある。第2は，現在市場価額（時価）による評価（marking　to　market）は，経営者の統制下にある
期中の投資価値の変動を反映するため，経営者の経営業績の適切な測定値を提供する。第3は，期中
における有価証券の購入，保有および売却に関する経営者の意思決定の財務的効果を測定する最も客
観的な手段を提供する。第4は，時価評価は，経営者が投資の売却のタイミングについての意思決定
を通して期間報告利益を操作する余地を排除する。第5は，投資の市場価額は，経営者と企業成果に
関心をもつ利害関係者の双方にとっての資産の最も重要な属性である。最後に，時価評価は，単に投
資を異なった時点で取得したという理由で，会計数値の比較可能性が侵害される余地を排除すること
である。
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　　3．実現概念の拡大
　以上みたように，本草案では，特に注目に値する評価規則として，即時に売却可能な短期投資（短
期売却目的証券）を時価評価し，その評価損益を実現損益として当期損益へ算入する旨が提案されて
いるが，この点については，実現概念との整合性が問題になる。これについて，本草案自体に，「投
資の市場価額の増加から生じる利益はすべて合理的な確実性をもって測定することができる……。こ
のことは，実現概念および実現利益の決定の基礎をなすのは，『現金またはその他の資産への転換』
という（狭義の実現概念）よりもむしろ『測定の信頼性』（reliability　of　measurement）であるとい
う見解（広義の実現概念）を反映している」（19項。なお括弧内は引用者）と述べられている。した
がって，ここでは，この種の有価証券に関わる評価益（保有利得）の実現は，「測定の信頼性」一利
益は，組織化された市場で成立する市場相場により合理的な確実性をもって測定できるようになった
ときに実現したものとみる　　を要件とする広義の実現概念にもとついて説明されることになる。
　この広義の実現概念は，1989年に「イングランド・ウェールズ勅許会計士協会（ICAW）の調査報
告書として発表されたカールスバーグ；ノークの『利益の報告と実現概念（14）』の結論として導き出
されたものである。この調査報告書は，ASCよりICAWの調査委員会に委託された実現概念につい
ての調査検討の結果をまとめたものである。この報告書では，英米の基準書や意見書，ならびに主要
な会計学文献で提示されている実現概念が分析・検討され，その要件として「現金への転換」，「現金
以外の特定資産への転換」，「交換から生じること」など6個の規準が識別され，特に「許容しうる信
頼性をもって測定できること」という規準のみが承認できると述べられている。　　　F
　その理由として指摘されているのは，この規準は，そのなかに他の考えうる規準一一一特に従来重視
された「現金および受取債権の受領」という規準をも包含し，しかも期中の資産価値の増加を表す保
有利得をも，保有損失と同様にそれが発生した期間の損益として計上することができるために，財務
業績の良き指標としての利益の測定を可能にするという点である（15）。
　これからも明らかであるが，この「測定の信頼性」を要件とする広義の実現概念によると，前記の
草案の序文にも述べられているとおり，即時に売却可能な投資に関わる保有利得は実現利益と認めら
れることになるであろう。これについて，前出のルイスニペンドリルも次のように指摘している。す
なわち，この広義の実現概念によると，取引所に上場されている有価証券の相場の騰貴による利得
（保有利得）も，貸借対照表日現在の取引所相場は利得が得られたという信頼しうる証拠を提供する
ので，実現したものとみられることになる㈹。
　しかも，’上述のように，（短期保有の）市場性ある有価証券の本質が「流動性の貯え」とみられる
点に着目すると，それに関する保有利得は，少なくともその認識時点でみる限り，資金的裏付けの要
求を満たしているとみられるから，必ずしも分配不適状であるとはいえないのではないかと解され
る（17）。
　以上紹介したように，イギリスでは，1995年会社法における「代替的会計規則」の許容，銀行の会
計基準（SORP＞における有価証券時価評価の要請，さらにいくつかのSSAPおよび公開草案
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（ED）における特定の資産（または負債）の時価評価の規定など，相当広範に時価評価ないし再評価
措置が採用されており，現行の会計実務は「緩和された原価主義」としての実態を有するものである
ことが明らかにされた。
　　4．再評価措置の欠点
　さきにも指摘したが，このようなイギリスにおける「緩和された原価主義」の背景をなした主要な
要因の1つとして，特に1970年代前半にみられた激しいインフレを契機として，固定資産を（不規則
的に）再評価する実務がかなり広範に普及してきた点を挙げることができる（注）。
　　（注）すなわち，イギリスでは未曾有の水準のインフレが到来した1970年代の前半に，長期間会社内に
　　滞留する固定資産，特に自由保有土地や建物などの不動産を時々再評価して，再評価額を原価主義にも
　　とつく財務諸表に開示するという実務が広く普及した。その後，インフレの沈静化にともない，この再
　　評価実務は，特に大規模上場会社以外の会社では，一時下火になったといわれたが，いぜんとして上場
　　会社を中心に相当多くの会社が再評価を行っており（18），全体での実施率は1988年度で23％，1989年度
　　で26％，さらに1990年度では33％にのぼるといわれる（’9）。
　しかしながら，こうした固定資産再評価実務は，再評価自体が全く会社の任意にまかせられている
ために，見落とすことのできない問題点を有していることも認めなければならない。ここでは，その
主要なものとして下記の4点を列挙しておきたい（2°）。
　第1は，固定資産再評価は不定期にかつ不規則に行われるために，再評価額はアップトゥディトに
保持することができず，しかも多分に会社の政策的な配慮が入り込む余地がある。
　第2は，再評価は個々の資産ごとに許容されるから，同一の資産グループについても，ある資産は
再評価額で計上されるが，他の資産は取得原価で計上されるというように断片的ないし非組織的な評
価が行われざるをえない。
　第3は，再評価額算定の基準について合意されたものがないから，再評価額の決定には多分に主観
的な裁量が介入せざるをえない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　第4は，会社が特定の固定資産の再評価を行うことを決定したとしても，一時的または恒久的減価
および売却処分の処理などに首尾一貫して再評価額が適用されるとは限られない。
　これらの理由のために，再評価は，一般的にいって，主観的，不規則的ないし断片的ならびに非組
織的にならざるをえない。したがって，現行の再評価実務では，財務諸表の比較可能性一一企業間比
較可能性と期間比較可能性一一の確保が困難であり，また恣意性の介入を避けることができるために
財務諸表の信頼性が侵害されるおそれが多分にあることを認めなければならない。
　さらに，現行会社法で許容される「代替的会計規則」に従って行われる特定資産の時価評価措置に
ついても，こうした再評価実務に内在する欠点ないし問題点を免れることはできないであろう。した
がって，固定資産の再評価と特定資産の時価評価を含む「緩和された原価主義」が財務諸表の有用性
を高めるためには，これらの問題について改善することが必要になる。
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III「緩和された原価主義」の改善方向
　すでに紹介したように，SSAPの公開草案51号（1990年5月）では，固定資産再評価実務の改善
のために，特に評価対象資産の限定評価の頻度，価額的基礎，評価主体などの点で具体的な方策がす
でに提案されていたが，それをこえて，「緩和された原価主義」に含まれる諸問題を包括的に指摘し，
かつその改善の方向を示したものに，前出のASBの討議資料「財務報告における評価の役割」
（1993年3月）がある（21）。以下，この討議資料を手がかりにして，「緩和された原価主義」の改善方
向について若干の検討を試みたい。
　　1。原価主義と時価主義の比較
　さて，討議資料では，最初に，原価主義会計と時価主義会計のそれぞれの利点と欠点が明らかにさ
れている。
　原価主義会計（historical　cost　accounting）の利点として次の3点が挙げられる（4項）。（1）原価
主義は長年実務として実施されてきたので，財務諸表の利用者と作成者の双方によく知られている。
（2）原価主義は，財務諸表作成者の見地から最も安価な評価方法である。（3）原価主義は比較的客観的で
あり，かつ信頼のおけるものである。
　一方，原価主義の欠点として次の3点が指摘される（5項）。（1）原価主義では，個々の資産にその
取得日の価値が付されるが，取得日は各資産により異なるから，会社間比較だけでなく，同一会社内
における期間比較の可能性も失われる。（2源価主義では，会社は利益を実現するために資産を売却す
る時点を任意に選択することができる。（3）原価主義は，一定時点における本来の経済状態を適切に開
示することができない。
　次に，’時価主義会計（current　value　accounting）の長所として次の2点が挙げられる（6項）。（1）
時価主義は，一定時点における事業の経済状態を開示するために適合している。特に資本利益率や負
債比率などの財務比率の適切な測定のためには，時価データのほうが有用である。②時価主義は前記
（1）に関連して比較可能性を保証する。
　一方，時価主義の欠点として次の諸点が指摘される（7項）。（1）時価主義は，原価主義に比べて，
信頼性の点で劣っている。時価データの信頼性は，特定種類の資産について整備された市場が利用し
うるか否かによって著しく異なるためである。（2）時価主義は操作のための費用がかかる。（3）時価主義
への移行には移行のためのコストを要する。
　このように，討議資料では，原価主義会計も時価主義会計もともに一定の利点を有する反面，それ
ぞれ欠点を有するものであることが明らかにされ，かつ現行の会計実務は，取得原価データの保持と
不規則的な再評価の双方からなる「混合的評価システム」（hybrid　valuation　system），っまり「緩
和された原価主義」として存立しているとみなされている。
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　　2．「緩和された原価主義」の問題点
　討議資料によると，このような現在の「緩和された原価主義」においても，上述のような原価主義
会計の欠点と同じような問題が生じることになる。討議資料では，そのような問題として下記のもの
が列挙されている（22＞。
　第1は，会社間の利益数値および財政状態の比較が困難である。それは，再評価は強制されない
し，また毎年再評価額をアップトゥディトにすることも強制されないために，首尾一貫性が欠けてい
るからである。
　第2は，保有利得と営業利益を区別することが困難であり，また特定資産の価格変動から生じる保
有利得は資産の売却時点で認識されるにすぎない。
　第3は，「益出し」のために，会社は長期間保有した資産（特に売買目的の投資資産）を売却し，
数か月後にそれを買戻すという形で利益操作を行うことができる。
　第4は，現行の評価実務では，固定資産（投資不動産を除く）の価値が明白に低落した場合でも，
将来回復するのであろうという理由から，財務諸表に反映されず，オフバランスになる。
　第5は，負債比率は重要な財務比率であるが，現行の評価実務根（原価主義会計）では，それを適
切に測定することは困難である。
　したがって，「緩和された原価主義」は現状のままでは不適当であると認めざるをえない。
　　3．改善の基本的方向
　討議資料では，現行の「緩和された原価主義」の抱える上述のような問題点を是正する方法とし
て，（1）原価主義会計への回帰，（2）完全な時価主義会計への移行，および（3）現行の「緩和された原価主
義」を継続するが，それに伴う変則性を除去しようとする試み，という3つの基本的な選択肢が提示
されている（31項）。
　討議資料は，この3つの選択肢のうち，原価主義への回帰は，これまで財務諸表において再評価額
を開示することを重要視してきた会社および産業グループのニーズに適合せず，また時価データの規
則的な使用により目的適合的な情報開示を指向する，イギリスにおける会計発展の趨勢に反すること
になるとして，これを否定する（32項）。
　また，完全な時価主義会計への移行にっいては，移行のコストと便益について懸念すべき問題があ
り，またこの会計方式の円滑な導入のためには相当の実験期間が必要であり，現段階での実現には無
理があるとしている。
　このようにして，討議資料では，第3の選択肢が採用されることになる。この方法は，現在の「緩
和された原価主義」の改善をはかるために，特に（a）価値の貯えを表し，かつ整備された市場が存在す
る資産，ならびに（b）潜在的に利益測定に影響を及ぼす可能性のある資産（一般目的不動産）の2種の
資産について，首尾一貫した基準により規則的に再評価することを求めたものである。したがって，
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これは漸進的であり，完全な時価主義会計への移行のように，革新的なものではない（31項）。
　ここで規則的再評価の対象となる資産は，具体的には，①不動産（事業に特有なものを除く），②
取引所の相場のある投資，ならびに③商品の性質を有する棚卸資産および確固とした市場を有する長
期保有棚卸資産の3項目である（34項）。
　討議資料によると，このような改善の方法は，第1に，財務諸表の比較可能性を高め，かつ現行の
再評価実務を首尾一貫したものにする，第2に，開示情報の多くは現行会社法によりすでに要求され
ているために，現実的な改善策であり，第3に，現行実務でみられる恣意的な利益操作の多くを排除
できる，などの効果をもたらすものと期待される（33項）。
　以上紹介したように，討議資料では，漸進的アプローチにもとついて，現在の「緩和された原価主
義」の枠組みの保持を前提として，それに含まれる不規則性や首尾一貫性の欠如などの欠点を是正
し，その改善をはかるために，特に組織化された市場が存在する資産，ならびに潜在的に利益測定に
重要な影響を及ぼす可能性のある資産を規則的かつ組織的に再評価（時価評価）することが提案され
ているが，こうした改善策は，現行会計実務の実態を踏まえた有効な解決策であり，その大枠におい
て，「緩和された原価主義」の当面考えうる展開方向を示したものとして容認することができる。
　その点を認めたうえで，このような改善策に含まれる問題点として，特に次の2点を指摘しておき
たい。
　1つは，規則的再評価の対象として掲げられている資産項目の妥当性についてである。この提案で
は，特に商品・製品等の販売目的資産が再評価対象資産の1つとして提示されいる。この種の資産
は，確かに，一般的に組織化された市場を有し，そこで売買される性質のものである。しかし，これ
は，討議資料で再評価対象資産の1つの要件として指摘されている，「価値性」（「価値の貯え」）を有
するものとはいえない。しかも，それは，現在の市場生産のもとでは，通常，その時々の市場価格
（時価）で直ちに販売（損益）することができるわけではない。販売のためには，一定の販売努力を
要するのである。そうであるとすると，この種の資産を規則的再評価（時価評価）の対象とすること
には，問題があると考えざるをえない。
　なお，討議資料で再評価対象資産の1種として特に不動産（事業に特有の不動産を除く）が挙げら
れているのは，すでに指摘したように，もっぱらイギリスの実務においてその再評価が長年慣行とし
て行われてきたという特殊な事情のためであると解される。
　いま1つの問題点として，討議資料では，上記の資産項目の規則的再評価から生じる評価損益（保
有損益）の取扱いについて何も指示されていない点を挙げることができる。確かに，討議資料では，
現在の「緩和された原価主義」の問題点として，特に資産の時価の変動から生じる保有利得が発生時
点で当期利益として認識されず，資産の売却時点に認識されるにすぎないことが指摘されており，発
生時点の当期利益に算入する方向が示唆されているが，その具体的な提案のなかでも何も述べられて
いないのである。さきにみたように，現行会社法では，「代替的会計規則」の適用から生じる評価損
益は資本の部の「再評価積立金」に計上するものとされているが，それとの関連をも含めて明確な取
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扱いが提案されるべきであった。それは，「緩和された原価主義」改善のための不可欠な要因の少な
くとも1つをなすものといえる。
IV　結びに代えて
　以上，本稿では，現行の会計実務の基礎にある「緩和された原価主義」について，特にそれが顕著
にみられるイギリスに焦点を当てて，その展開状況を概観し，それに含まれる主要な問題点ないし欠
点を明らかにした。そして，ASBの1993年の討議資料に依拠して，その改善の方向とその具体的な
方策を批判的に検討した。
　私見によれば，最近，金融資産への投資の増大を背景にして，原価主義会計の枠組みのもとで，そ
の投資成果とリスクを適切に測定・開示するために，この種の資産について時価評価する旨の論議が
高まっているが，それは，現行の「緩和された原価主義」を前提として，それを特に情報の有用性を
高めるという視点から，再構成することにより導入することができるのではないかと考えられる。
　今後，この問題をめぐる論議のさらなる展開を注意深く見守りたい。
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